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例えばつぎのような競争が考えられる。 r営業利益J r製品の品質の高さJ rサーピスもしく
はソフトウエアの良さ J r技術力を表わす革新的製品J r企業および銘柄イメージ」などなど。
トップ・シェアの企業はふつうその他の次元においても 1 位にランクされることが多いとはい

















中には「品質」や「機能特性J r スタイルJ rパッケージングJ r銘柄名」などのほかに， r保
証」や「アフターサービス」なども含めた広義の製品開発が入る。そのこは〈価格設定〉であ
って，これには「卸売および小売の標準価格J r割引価格J r支払期間J r支払条件」の決定
が含まれている。その三は〈流通チャネル設計〉で，どの地域にどのような流通チャネルを使
って製品，商品情報，各種サーピスを提供するかというシステム構築をいう。最後は〈プロモ


































化する。第 3 に製品差別化競争は売手集中を高めることが多い(逆のケースもある〉。第 4 に製












































































ライフサイクル (product life cycle) との関連性を重視する。よく知られているように， P 
LC理論では商品が市場に導入されてから消波するまでを売上高(市場規模)の時間的推移に











































































(2) 革新が社会的システムを通じて広がっていくには時聞を必要とする。 E. ロジャースはこれを「伝
播過程(ディフュージョン・プロセス)J と呼び，多くの事例から革新の採用者の分布が正規分布に
近いことを発見した。彼は採用者を順番に「革新者J (2.5%) , r初期少数採用者J (13.5%), r初期








































































プロモーションは大きく「広告J Iパブリシティ J I人的販売J Iその他のセーノレス・プロ






































































































(9) キリ γ ピーノレは長い間生ピーノレの販売にあまり力を入れなかった。 70年代キリンラガーだけで総需































うに，業界 3 位でマーケット・リーダーであるキリンピーノレの約 1/6 の市場占有率しかなかっ
たアサヒビールの例もある。 1953年にはビール 3社はほぼ横並びの市場占有率であったが，ア
サヒピールがその後低落の一途をたどり， 85年には遂にシェアが 1 ケタ台に転落，追いつめら
れた名門企業の危機感と経営者のチャレシジ精神がパネになってガリバーへの一大反撃が行わ
(10) 1953年のピーノレの市場占有率はサッポロ 33.5%アサヒ33.3%，キリン33.2%と三社横並びだったが，






ておきたい。 2 社が競争する複占の場合をとりあげ，企業 I をマーケット・リーダー，企業 E
をマーケット・チャレンジャーまたはマーケット・フォロワーとする。企業 i (i=l , 2) の製
品価格を Pi ， 販売量を Qi ， 生産の変動費用を Vi ， 生産の固定費用を Di ， プロモーション支
出を Ai で表わすと，利潤九は次の式で示される。
R，ニ PiQi-ViQi-Di-Ai (i=l , 2) ………(1) 
市場規模Yは成熟期で一定とし，市場占有率を Si ， 製品一単位当たりの粗利益率(固定費を
含む)を mi=(P"- Vi)/Pi で表すと ， PiQi=Si Y であるから式(1)は次のようになる。
Ri=misiY-Di-Ai (i=1 , 2) ……… (2) 
いっぽう市場占有率は各企業の有効マーケティング・パワー(コトラーのマーケティング・エ
ブオートに近しうのシェアに比例すると考えられるから





Mi=ce-P'EiLi αiAi (i=l , 2) ...・ H ・..(4) 
e-P' は価格競争力を表し， Ei は買い手のつけた製品特性の相対的有効性評価点で，イメー
ジ的な要素もふくんだ商品力である。叫はプロモーション支出，例えば広告などの効果指標
を表しており， αiAi はいわば実質的なプロモーション力を表す。 Ei と引は市場標的である
買い手を対象に市場調査を実施して推計するのが望ましいが，それが無理の場合は複数の専門
家に決めてもらってもよい。流通力ムは製品を取扱っている販売店の数であるが，できれば
店の販売高でウェイト付けしたほうがよい。 c は定数である。企業 I と H は，自社と競争相手
の Pi ， Ei> Li> 引の数値を推測したうえで，利潤が最大になるようにプロモーション費 Ai を
決定すると考える。式(3) と (4)を (2)に代入することにより，つぎの式が得られる。
Ym， d.. α ..A， 
Ri= d1α141 」d;α;A2-Dt-At (i=l, 2) ????ff、、• • • • 
ただし di ニ ce-P'EiLi とする。二階の条件は満足するものと仮定する。
dR1 Y:m1d1α I Ym1d1 α IAI I , ., dA2 ¥ 
2( d1αl+d2 α ーユト1=0 ・…・ (6)dA1 dl αIAI 十 d2 α2A2 (dl αIAl +d2 α2A2)2\""1 lA. I'''''2 lA. 2dAl) 
dR2 Ym2 d α2 Ym2 d α A9 I . dA , ¥ 一一_ .L ""2 '-"2 U.2 _ .L "22 lA.2 ~rd2 (X2+dl α ー斗 -1=0 …… (7)dA2 dl αlA1 +d2 α2A2 (d1 α lAl +d2 α 2 A2)2\....2 U 2' .U ldA2) 
企業 L II はそれぞれ先導者，追随者として行動することができる。企業 I が先導者で企業
I dA1 ^ ._ . ~ ¥ E が追随者すなわちフォロワーの場1t ( -，~:" =0 になる)， 正規型のシュタッケルベルグ均衡口 \dA2 - ,-.", ~ } 
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が成立する。企業 I が追随者で企業 E が先導者すなわちチャレンジャー(少くともプロモーシ
IdA内\ョンに関して)の場合同j=O となる)，反転型シュタッケノレベルク均衝が成立する。とも
I dA2 dA1 ^  , . _ ¥ に追随者の場ム(←一一=一一一 =0 となる)，クールノー=ナッシュ均衝が成立する。企業 L口 \dA1 dA2 - ~."，.~ ) 
E は相手との依存関係を重視せずに自社の行動を決めることもできるし(チャレンジャーの場
合はこのケースが多いと思われる)，相手との依存関係を重視していくつかの可能性のなかか
ら選択することもできる。なおこの 3 つの均衝の詳細については『産業と経済』第 4 巻第 1 ・ 2
号の拙稿「成熟市場における販売競争」を参照してほしいが，そこではもっとも可能性の高い




ム α1 ¥ 2d1 4dïm1 α 1 / 
、
lノ
? ??• • • • • • ・
Af-Yd辺包
2 -4d1 m 1 α1 ...・ H ・ "(9)
である。つぎに Ai'と A2' の大小関係をみる。
Y(2d1 d2 m 1 m2 α1 的 -d~m~ lX~-d1d2m~ α1α2)A f' -Af= ………(10) 4dïm1 αi 
分子=Yd2 m2 α2(d1 m 1 α1-d2m2 α2)+ Yd1 d2 m2 α1 的(m1 -m2) ………(11) 




(d1 α 1Ai' +d2 α 2 An d1lX1Af +d2 αzAs' αi=二こL=Ai' × = 2 ………(12) 
1Y ~~l" Yd1 α 1Ai' Yd1 α1 
dlα 1 Af' +d2 α2A;' …・・(13)2 - Yd2 α2 
(d2 α2- d1 αa(d1 α 1 Ai' +d2 α 2 An ・・(1 4)1 "2 - Y d1 d2 α1α2 
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